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平成２８年労第４７９号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ所在のＢ会社（以下「会社」という。）に非破

壊検査員として雇用され、会社の親会社であるＣ会社や各地の事業所等において、

非破壊検査業務に従事していた。 

請求人によると、研修中に上司や同僚等から叱責されるなどによる緊張感と「ま

た叱られるのでは」との不安から、平成○年初頭に躁うつ病を発病したという。 

請求人は、同年○月○日、Ｄクリニックに受診し、「双極性障害のうつ状態の

疑い」と診断され、同年○月○日にはＥ医院に受診し、「躁うつ病」と診断され

た。その後、平成○年○月○日、Ｆクリニックに受診し、「ギャンブル障害」と

診断され、同月○日にはＧ医院に受診し、「躁うつ病」と診断され、同年○月○

日にはＨ病院を受診し、「アスペルガー症候群、多動性障害」と診断された。 

請求人は、精神障害を発病したのは業務上の事由によるものであるとして、監

督署長に療養補償給付を請求したところ、監督署長は、請求人に発病した精神障

害は業務上の事由によるものとは認められないとして、これを支給しない旨の処

分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので
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ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人に発病した精神障害が業務上の事由によるものであると認

められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

 （略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人の精神障害の発病の有無及び発病時期について、Ｉ医師は、平成○年

○月○日付け意見書において、Ｊ医師作成の意見書及び請求人の申述等を踏ま

え、請求人は、平成○年○月○日にＩＣＤ－１０診断ガイドラインの「Ｆ３１ 

双極性感情障害」（以下「本件疾病」という。）を発病したと判断するのが妥

当である旨述べている。当審査会も、請求人の症状とその経過等に照らすと、

Ｉ医師の意見は妥当であると判断する。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働基準局

長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２

６日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）を策定しており、

当審査会としてもその取扱いを妥当なものと考えることから、以下、認定基準

に基づき検討する。 

（３）請求人の本件疾病の発病前おおむね６か月間（以下「評価期間」という。）

において、「業務による心理的負荷評価表」（以下「認定基準別表１」という。）

の「特別な出来事」の類型に示されている「心理的負荷が極度のもの」又は「極

度の長時間労働」は認められず、「特別な出来事」は見受けられない。 

（４）そこで、評価期間における特別な出来事以外の出来事についてみると、次の

とおりである。 
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ア 請求人は、評価期間における業務による心理的負荷をもたらす出来事とし

て、Ｋへの長期出張を挙げ、当該出張と関連して、①顧客企業の副班長から

決裁をもらう際に対応に苦慮した、②研修中に上司からプレッシャーを受け

た、③同僚から叱責を受けた、などの出来事があった旨を主張していること

から、以下検討する。 

イ 請求人は、①の出来事について、平成○年○月から同年○月にかけてＫに

ある顧客先で業務を行っていたとき、朝、顧客先の副班長から必要な印の決

裁をもらおうとすると、同人から、検査の内容等について多数の質問を受け、

請求人は回答できず対応に苦慮することが度々あったものであると述べてい

る。同出来事を、認定基準別表１の「顧客や取引先からクレームを受けた」

（平均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に当たるとみて検討するも、一件記

録を精査しても、同出来事によって請求人が特に対応を求められたことは確

認できず、また、取引関係や、業務内容・業務量に大きな変化があったこと

も確認できないことから、その心理的負荷の強度は「弱」であると判断する。 

ウ 請求人は、②の出来事について、平成○年○月から平成○年○月にかけて

研修を受けていたとき、前社長で会社顧問のＬから顔を合わせるたびに仕事

はもうできるようになっただろうなどと言われたり、Ｍからカリキュラムの

作成を命じられて、Ｌから作成したこのカリキュラムチェックを受けたりす

るなど、大きなプレッシャーを感じたものであると主張する。 

Ｌからプレッシャーを受けたという主張について、Ｎは「Ｌからの講義は、

プレッシャーがないとは言えないが、しっかりやってくれと業務をする上で

は当然のものであった。」と述べている。また、カリキュラムの作成を命じ

られたという主張について、これを命じたというＭは「請求人に命じたのは

週報の作成であり、カリキュラムの作成を命じたわけではない。」と述べて

いる。これらの請求人の主張及び会社関係者の申述によれば、請求人が感じ

たというプレッシャーは、上司による一般的な業務指導の範囲のものにとど

まるものであるとみることが相当であり、また、上司が部下に対して、会社

が求めるスキルを身につけるよう奨励することも一般的なことであって、同

出来事は、認定基準別表１の「上司とのトラブルがあった」（平均的な心理

的負荷の強度は「Ⅱ」）に当たるとみて検討するも、その心理的負荷の強度

は「弱」であると判断する。 
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エ 請求人は、③の出来事について、上記ウの研修を受けていたとき、Ｏから、

なぜできない、なぜ記録を間違うなどと叱責を受けたり、記録の取り方の誤

りについて、諸先輩や同僚に囲まれて、今まで何をしてきたのかなどと叱責

を受けたり、さらには、平成○年○月頃に飲み会の誘いを断ったところ、翌

日、Ｏから飲み会への不参加について叱責され、飲み会への出席を強要され

たなどの出来事があったものと述べている。同出来事は、認定基準別表１の

「同僚とのトラブルがあった」（平均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に当

たるとみて検討すると、以下のとおりである。 

諸先輩や同僚から厳しい叱責を受けたことについて、Ｎは、「大きな声で

の叱責や、言葉遣いが悪い叱責もあったことはあったが、人それぞれの受け

止め方としか言いようがない。」と述べ、Ｐは、「請求人が述べるような叱

責はなかったと思っている。常識的な範囲での指導だと思う。」と述べ、Ｍ

は、「請求人への叱責の態様の詳細は不明だが、請求人とペアを組むことの

多かったＰは優しく教えるタイプで叱責することはなかったと思うし、業務

指導の範囲を超えた叱責はなかったと思う。」と述べ、Ｏは、「研修時にい

ろいろな叱責等を受けてプレッシャーがかかったという請求人の主張を聞い

たときは、びっくりしたというのが本音である。業務の誤りは許されないし、

危険予防のため指導の際には厳しい言葉をかけることもあるが、度を過ぎた

業務指導はない。」と述べている。 

飲み会に出なかったことについてＯから叱責されたことについては、Ｏは、

「請求人に対し、なぜ飲み会に参加しなかったかとプレッシャーをかけた記

憶はないし、仮に言ったとしても冗談として言ったのではないかと思う。」

旨述べており、飲み会への出席を請求人に促した事実は認められるものの、

その出席を強要したとまで認める証拠はない。 

これら会社関係者の申述によると、請求人が受けたと主張する叱責は、せ

いぜい請求人の業務への取り組み方等について、諸先輩や同僚から注意喚起

を受けたにとどまるものとみることが相当であり、業務をめぐる方針等にお

いて周囲からも客観的に認識されるような対立が同僚との間に生じたものと

もいえず、その心理的負荷の強度は「弱」であると判断する。 

オ 以上を総合すると、本件疾病に関して請求人が主張する業務による心理的

負荷をもたらす出来事は、「弱」の出来事が３つであり、その心理的負荷の
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全体評価は「弱」と判断することが妥当であり、請求人に発病した本件疾病

は業務上の事由によるものとは認められない。 

（５）なお、請求人のその他の主張及び一件記録も子細に検討したが、上記判断を

左右するものは見いだすことができなかった。 

   また、請求人は、会社関係者は口裏を合わせて虚偽の申述を行っていると主

張しているところ、当審査会においては、事実関係に係る関係者の申述及び証

拠については、各位の立場や事情を十分に斟酌してその採否を決定しており、

本件についても、上記会社関係者の申述については、その信憑性や矛盾の有無

について精査したものであることを付言する。 

３ 以上のとおりであるから、請求人に発病した精神障害は業務上の事由によるも

のであるとは認められず、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給し

ない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


